
 

令和５年度 千葉市無人航空機操縦者技能証明取得支援事業 

  公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨・目的                                                                  

本実施要領は、本市が千葉市ドローン関連事業実施要綱第２条第１項第５号に定める千葉市無人航空機操縦

者技能証明取得支援事業の実施に関し、事業者を選定するために必要な事項を定める。 

２ 事業概要                                                                   

（１）事業内容、補助対象、補助額及び補助率 

    千葉市無人航空機操縦者技能証明取得支援事業補助金交付要綱のとおり 

（２）事業実施期間  

採択後、補助金交付決定の日から原則として令和６年３月２９日まで 

（３）採 択 件 数  

予算の範囲内 

※本補助事業により無人航空機操縦者技能証明を取得した者は、本市ドローンフィールドでの飛行練習も可能とす

る。（利用方法は千葉市ドローンフィールド利用要綱による。） 

※事業実施期限までに技能証明書の写し又は国による技能証明書交付申請内容の審査完了通知の写しを提出で

きなかった場合は、それまでに要した補助事業の経費について、補助金を交付しない。 

３ 公募要件等                                                                 

（１）公 募 要 件 

    次に掲げる要件をいずれも満たす者とする。 

① 千葉市無人航空機操縦者技能証明取得支援事業補助金交付要綱第３条に掲げる要件を満たす者 

② 業務の高度化や効率化、観光や広報、教育等のコンテンツ創出や空間の新たな利用価値の普及等を目的

に、新たに自社人材により無人航空機を活用しようとする者 

（２）次のいずれかに該当する事業者等は、前項の規定にかかわらず、公募に参加する資格を有しません。 

① 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当する者 

② 国及び各自治体の指名停止基準に基づく指名停止の措置を受けている者 

③ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成 11  

年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てが行われている者 

④ 同一理由により支給要件を満たすこととなる国・都道府県・市町村の各種助成金・補助金の支給を受けてい

る又は受けようとしている者 

⑤ 法人税（個人にあっては所得税）並びに消費税及び地方消費税を滞納している者 

⑥ 事業者が所在する都道府県の都道府県税を滞納している者 

⑦ 事業者が所在する市町村民税又は特別区民税を滞納している者 

⑧ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする者 

⑨ 暴力団又は暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある者 

４ 参加申込手続き等                                                                

（１）スケジュール 

実施要領の配布、書類提出受付 令和５年 ８月２２日（火）から 

別添１ 



 

質問書の受付 

質問書の回答 

書類提出期限 

審査結果通知 

令和５年 ８月３１日（木）まで 

令和５年 ９月０６日（水）（予定） 

令和５年 ９月１５日（金）午後５時まで 

令和５年 １０月上旬頃 

（２）質問書の提出について 

本実施要領の内容について不明な点がある場合は、下記の条件で質問を受付けます。 

①受付期間  令和５年８月３１日（木）午後５時まで 

②質問方法  下記電子メールアドレス宛てに質問書（様式第１号）を提出してください。なお、電話・口頭・ 

ＦＡX等での質問は一切受け付けません。 

電子メールアドレス：tokku.POF@city.chiba.lg.jp 

③回 答   質問に対する回答は令和５年９月６日（水）までに千葉市ホームページに掲載する予定です。

なお、質問の内容により、事業者選定の公平性を保てない場合には、回答しないことがあります。 

（３）参加申込について 

     下記書類を提出してください。なお、様式第４号～第６号の副本については、参加申込者が判明・特定できる表

現（社名等）を一切使用しないでください。 

①提出書類   ア 様式第２号  参加申込書（正本１部） 

 イ 様式第３号  誓約書（正本１部） 

  ウ 様式第４号  会社概要書及び技能証明取得予定者調書 

（６部：正本１部、副本５部） 

※会社概要書については様式第４号の内容が記載されている会社案内パ

ンフレットの添付も可能です。副本に関しては記載不要です。 

  エ 様式第５号  経費見積書（６部：正本１部、副本５部） 

※補助対象経費については、千葉市無人航空機操縦者技能証明取得支

援事業補助金交付要綱第４条に記載のとおりです。 

オ 様式第６号  事業提案書（６部：正本１部、副本５部） 

カ 参加資格確認書類 

            ※千葉市入札参加資格者名簿に登録されている者は登記事項証明書及び印鑑証明書の

み提出してください。 

①登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

②印鑑証明書（代表者印） 

③法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３） 

④事業所所在地の都道府県税に未納がないことの証明書 

⑤市町村民税又は特別区民税に未納がないことの証明書 

⑥雇用保険に加入していることが確認できる公的機関が発行した書類の写し 

※発行日はすべて申請日から３か月以内であること 

※①～⑤は原本を提出すること 

②提出方法 持参又は郵送 

③提出期限 令和５年９月１５日（金）午後５時までに必着 



 

※持参の場合は、土、日及び休日を除く午前 9 時から午後 5 時まで受付 

※郵送の場合は、締切日に必着のこと。 

④提出場所 〒260-8722  千葉市中央区千葉港１番１号 千葉市役所高層棟６階 

千葉市総合政策局未来都市戦略部国家戦略特区推進課 

⑤そ の 他 参加申込後に辞退する場合は、参加辞退届出書（任意書式）を持参又は郵送にて提出してくだ

さい。なお、参加辞退届出書には以下必須項目を記載してください。 

必須項目：日付、商号又は名称、代表者氏名（代表者印を押印すること）、辞退理由 

５ 事業者選定                                                                      

（１）選定方法 

      応募のあった事業提案書等は、書面審査を実施し、千葉市が設置する選定委員会の審査員が（２）「審査

基準」に基づき、総合的に評価し、選定します。 

なお、必要に応じて、参加申込者に対し、個別に内容の確認や書類の提出依頼、ヒアリング等を行う場合があり 

ます。 

書類審査の結果は、合否を問わず、国家戦略特区推進課から参加申込者に通知します。ただし、合計点数が、

選定委員会が定める基準点（合計点数の 6 割）を下回った場合は、事業者を選定せず、再度、選定を行う場合

があります。 

複数の提案を選定する場合の補助額は、補助上限額を限度に合計点数が最も高い者から優先的に配分し、

予算上限に達し次第終了とします。この場合における補助額は、予算残額を上限額とします。 

（２）審査基準 

    次の基準により審査を実施します。 

評価項目 評価の着目点 配点基準 

目的 
自社人材が技能証明を取得し、無人航空機を活用する目的が明

確かつ本補助金の趣旨と合致するか。 
10 

無人航空

機の活用 

具体性 
無人航空機の具体的な運用体制、手順及び方法が具体的に示

され、実現が見込めるか。 
10 

効果 

・無人航空機活用によるコスト低減や作業期間の短縮、社会受容

性向上など効果が見込めるものとなっているか。 

・新規性や創意工夫が認められ、効果につながっているか。 

15 

業 務 の 継 続

性・発展性 

技能証明取得後も、同様の業務が継続的に実施され、発展する

見込みがあるか。 
10 

市内での運用 
技能証明取得後の無人航空機の運用は本市内であり、かつ市内

産業の発展に寄与するものであるか。 
10 

技能証明

取得 

内製化の必要

性 

自社人材により無人航空機を活用する理由が明確であり、効果が 

見込めるか。 
10 

技能証明取得

体制 

技能証明を取れる体制が組織化・整備されており、技能証明取得

に向けた手順及び方法が具体的に示され、取得が見込めるものと

なっているか。 

10 

技 能 の 維 持 ・

向上 

技能証明取得後も、対象者の操縦技能が管理され、技能の維

持・向上が図られるものとなっているか。 
15 

工程管理 
工程表は技能証明取得及び無人航空機を活用した業務の履行

が見込めるものとなっているか。 
10 

 



 

(３) 採択の取消 

提出した書類に虚偽の内容が記載されていたことが発覚した場合は採択を取り消す場合があります。 

 

６ 審査結果の通知                                                            

（１）通 知 日  令和５年１０月上旬（予定） 

（２）通知方法  参加申込書全員へ電子メールで結果を通知します。 

 

7 失格事項                                                                 

参加申込書が次のいずれかに該当すると千葉市が判断した場合は、失格とする。 

（１）事業者要件を満たさない場合 

（２）本実施要領を順守しない場合 

（３）提出書類の期限を遅延した場合 

（４）提出書類に虚偽があった場合 

（５）提出書類が公募要件に示された条件に適合しない場合 

（６）審査の公平性を害する行為があった場合 

（７）前号までに定めるもののほか、著しく審議の公平性に反する行為があった場合 

 

8 その他                                                                  

（１）提出書類の作成、提出に要する費用は、全て参加申込書の負担とする。 

（２）提出された書類等については、選定結果にかかわらず返却しない。 

（３）事業提案書等は、千葉市情報公開条例（平成１２年市条例第５２号）の規定に基づき開示請求されたと

きは、公にすることにより、参加申込者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものを除き、

開示の対象とする。ただし、選定期間中は、同条例第７条第１項第６号の規定に基づき、開示の対象としない。 

（４）事業提案書等の著作権は、参加申込者に帰属するが、千葉市は事業者の選定の公表等必要な場合において

は、事業提案書等の内容を無償で使用できるものとする。 

（５）その他、本事業遂行上発生した問題等については、千葉市と選定された事業者の協議のうえ、対応を決定する

こととする。 

 

 



様式第１号 

 

質 問 書 

 

令和  年     月     日 

 

 

（あて先）千葉市長  

 

事業者名 ：                           

担当者名 ：                           

連絡先電話番号 ：                         

連絡先電子メール：                         

 

「千葉市無人航空機操縦者技能証明取得支援事業」への参加申請検討のため、次の点について

回答を求めます。 

 

※受付期間  令和５年  月  日（ ）午後５時まで 

※送 付 先  tokku.POF@city.chiba.lg.jp 



様式第２号 

参加申込書 

令和  年  月  日 

 

（あて先）千葉市長 

 

「令和５年度 千葉市無人航空機操縦者技能証明取得支援事業 公募型プロポーザル実施要領」に記

載されている事項を承諾のうえ、本補助事業に参加申請します。また、同実施要領に記載の応募資格を

満たしていること及びこの申込書記載内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

１ 事業名 令和５年度 千葉市無人航空機操縦者技能証明取得支援事業 

２ 対象資格 

資格の区分 □一等無人航空機操縦士 □二等無人航空機操縦士 

機体の種類 □マルチローター □ヘリコプター □飛行機 

限定変更  □無し □目視内（→目視外） □昼間飛行（→夜間飛行）  

□最大離陸重量 25kg 未満（→25kg 以上） 

３ 登録講習機関 

での講習受講 

□有 

 

□初学者、□経験者（保有資格名：               ） 

登録講習機関名： 

所在地：〒   ―   

 

□無 保有資格 □無、□有（資格名：                ） 

４  

申 

込 

者 

所 在 地  
〒   ―      

 

商号又は名称 
 

 

代表者氏名                                      ㊞ 

５  

本 件

に つ

い て

の 連

絡先 

担 当 部 署   

担 当 者  

電 話 番 号   

電子メール   

所 在 地 

(申込者と異なる

場合のみ記載) 

〒   ―      

 

 

６ 申込書類 

様式第２号    参加申込書（正本１部） 

様式第３号    誓約書（正本１部） 

様式第４号    会社概要書及び技能証明取得予定者調書 

（６部：正本１部、副本５部） 

※会社概要書については様式第４号の内容が記載されてい

る会社案内パンフレットの添付も可能。副本に関しては

記載不要。 

様式第５号    経費見積書（６部：正本１部、副本５部） 

様式第６号    事業提案書（６部：正本１部、副本５部） 

参加資格確認書類 公募型プロポーザル実施要領記載の書類 

※様式第４号～第６号については、応募者の団体名が判別できる表現を使用し

ないものとし、副本として５部作成し、ホッチキス等でとめて提出してくださ

い。 

             



 

様式第３号 

誓  約  書 

令和  年   月   日 

 

 千  葉  市  長   

                 所 在 地 

                      商号又は名称 

                代 表 者 氏 名                  印 

                担 当 者 名                  印 

 

今般の「令和５年度 千葉市無人航空機操縦者技能証明取得支援事業」の参加申請

に関し、下記事項について該当しないことを誓約し、この誓約書の写しが、公正取引

委員会及び千葉県警察に送付されても異議ありません。なお、千葉市内において、都

市計画法に違反していないことも併せて誓約します。 

 

記 

 

１ 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当する者 

２ 国及び各自治体の指名停止基準に基づく指名停止の措置を受けている者 

３ 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく更生手続開始の申立て、民事再 

生法(平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てが行われている者 

４ 同一理由により支給要件を満たすこととなる国・都道府県・市町村の各種助成金・ 

補助金の支給を受けている又は受けようとしている者 

５ 法人税（個人にあっては所得税）並びに消費税及び地方消費税を滞納している者  

６ 事業所所在地の都道府県税を滞納している者 

７ 事業所所在地の市町村民税又は特別区民税を滞納している者 

８ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする者 

９ 暴力団又は暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある者



様式第４号 

 

会社概要書及び技能証明取得予定者調書 

【会社概要書】 

名   称 

 

本社所在地 

 

千葉支店等 

※該当する場合は記載 

 

設立年月日 

 

資 本 金 

 

年間売上高 

 

従 業 員 数 

 

事 業 内 容 

 

ホームページの有無

（該当に◯） 

有り（ＵＲＬ：                             ） 

無し 

※上記内容が記載されている会社案内パンフレットでも可 

※副本に関しては記載不要



様式第４号 

 

【技能証明取得予定者調書】 

フリガナ 

氏名 

 

 

所属部門・

部署 

 役職  

入社年月日     年   月   日（勤続年数    年） 

業務履歴 時 期 所 属 業 務 概 要 

年 月  日   

年 月  日   

年 月  日   

年 月  日   

年 月  日   

現在の 

担当業務

の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※記入枠は適宜追加等して良いが、１ページ以内で作成すること。 

※副本に関しては記載不要 



様式第５号 

 

経費見積書 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者氏名                   印 

担当者名 

 提案事項を実施する場合の見積総額、内訳を記載すること。 

①見積総額（税込）：            円 

②内訳（単位：円） 

項目 内訳 数量 単価 計 備考 

      

      

      

      

      

      

      

      

学科試験費用     非課税 

身体検査費用     非課税 

技能証明書交付手数料     非課税 

小計   

消費税   

合計   

※見積書の項目（内訳）をできるだけ詳細に分類して記載すること。 

※行は適宜追加等して作成すること。 

※副本には「所在地」「商号又は名称」「代表者氏名」「担当者氏名」を記載しないこと。



様式第６号   

 

事業提案書 

 

提案事業者名                

 

・以下、審査の着目点に沿って提案内容を簡潔に、必要に応じて図や表、絵を用いて記載してください。 

※別紙によることでも可。その場合提案内容欄に「別紙○参照」と記載してください。 

・フォントサイズは 10.5 とし、記入枠は必要に応じて縦方向に広げて記入ください。 

・本様式上の赤字斜字体部分は、削除して提出して下さい。 

・副本には提案事業者名を記載しないこととしてください。 

基本情報 

対象資格 

資格の区分 □一等無人航空機操縦士 □二等無人航空機操縦士 

機体の種類 □マルチローター □ヘリコプター □飛行機 

限定変更 □無し □目視内（→目視外） □昼間飛行（→夜間飛行）  

□最大離陸重量 25kg 未満（→25kg 以上） 

登録講習機関での 

講習受講 

□有  □初学者 □経験者（保有資格名：                 ） 

□無 保有資格 □無 □有（資格名：                   ） 

No. 審査の着目点 提案内容 

1 【目的】 

自社人材が技能証明

を取得し、無人航空

機を活用する目的が

明確かつ本補助金の

趣旨と合致するか。 

対象となる業務の背景、目的、内容、及び課題を明確にした上で、自社の人材が技

能証明を取得し無人航空機を活用する目的を記載してください。 

 

 

2 【無人航空機活用の

具体性】無人航空機

の具体的な運用体

制、手順及び方法が

具体的に示され、実

現が見込めるか。 

・No.１で記載いただいた業務における無人航空機の運用体制、手順及び方法を具

体的に記載してください。 

・機体の種類がヘリコプター又は飛行機に該当する場合は、活用予定の機体が、遠

隔操作及び自動操縦の機能が備わったものであることがわかる仕様書等を添付して

ください。 

 

 

 

3 【無人航空機活用の

効果】 

・無人航空機活用に

よるコスト低減や

作業期間の短縮、

社会受容性向上な

ど効果が見込める

ものとなっている

か。 

・新規性や創意工夫

が認められ、効果

につながっている

か。 

・無人航空機活用により得られる効果を下記を参考に可能な限り数値で定量的に記

載してください。数値で表せない場合は、何がどう良くなるのか、効果を具体的に

記載してください。 

・業務効率向上  削減できる金額、時間、件数、人員、設備、材料等 

 ・業務の高度化  確認能力の向上等 

 ・社会受容性向上 サービス対象者数、満足度等 

 ・そのほか    上記以外に得られる効果 

・新しい効果を生み出す、又は効果を増大させる新規性や創意工夫点があれば記載

ください。 

 

 



様式第６号   

 

No. 審査の着目点 提案内容 

4 【業務の継続性・発

展性】技能証明取得

後も、同様の業務が

継続的に実施され、

発展する見込みがあ

るか。 

今後見込まれる無人航空機活用業務の実施頻度、業務の広がり、波及先等を記載し

てください。 

5 【市内での運用】 

技能証明取得後の無 

人航空機の運用は本 

市内であり、かつ市 

内産業の発展に寄与 

するものであるか。 

無人航空機は本市内で運用されるか、市内産業の発展に寄与できるものか記載くだ

さい。 

6 【内製化の必要性】 

自社人材により無人 

航空機を活用する 

理由が明確であり、 

効果が見込めるか。 

無人航空機を活用した業務を内製化する効果を記載してください。 

 

7 【技能証明取得体

制】技能証明を取

れる体制が組織

化・整備されてお

り、技能証明取得

に向けた手順及び

方法が具体的に示

され、取得が見込

めるものとなって

いるか。 

学習・訓練実施体制（学習・訓練時間を確保するための自主学習訓練体制）、学科

試験及び実地試験に向けた学習・訓練手順及び方法を記載ください。 

8 【技能の維持・向

上】技能証明取得後

も、対象者の操縦技

能が管理され、技能

の維持・向上が図ら

れるものとなってい

るか。 

技能証明を取得した後に対象者の技能をどのように管理し、維持・向上させていく

か、施策を記載ください。 

 

9 【工程管理】 

工程表は技能証明取

得及び無人航空機を

活用した業務の履行

が見込めるものとな

っているか。 

技能証明取得及び無人航空機活用業務の実施に向けたスケジュールを記載くださ

い。 

 

 


